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○碓井委員長 皆様、こんにちは。それでは、時間が参りましたので、「第６回専門小委員

会」を始めさせていただきます。 

 先月、17 日の第３回の総会におきまして、当調査会の諮問事項のうち、まず大都市の在

り方及び基礎自治体の在り方から専門小委員会において審議することが決定されました。

そこで、本委員会では、まず大都市の在り方についての審議を進めることといたします。 

 本日の審議内容につきましては、大都市制度の概要や実態につきまして、まず事務局よ

り御説明をいただきます。その後、委員の皆様から自由に御発言をいただく形で進めてま

いりたいと考えております。 

 なお、今後の審議に当たりましては、地方六団体の皆様にも御出席の意向を確認し、希

望があれば御出席をいただくこととしたいと考えております。 

 本日は、遅れてでございますが、全国知事会のみに御出席をいただく予定でございます。 

 それでは、本日の提出資料につきまして、事務局から御説明をお願いいたします。 

 山﨑行政課長さん、お願いします。 

○山﨑行政課長 それでは、資料に基づきまして、少し詳しめの資料をつくりましたので、

御説明したいと思います。 

 おめくりいただきまして、まず目次がございます。今日、御説明する内容ですが、大都

市制度の経緯とか趣旨等につきまして、東京都制、旧東京市の区域、特別市制度、こうい

うことについて制度の前提を御説明したいと思います。 

 事務配分が今どういうふうに都道府県と指定都市と中核市、特例市、市町村になってい

るかという話をさせていただきます。現実に今、指定都市とか中核市、特例市がさまざま

な状況になっておりますので、一覧表をつくっております。これの概要を御説明申し上げ

ます。 

 大都市の議論をするときに、大都市圏域がどう広がっているかという議論がございます

ので、それにつきまして御説明申し上げます。 

 ４番目に、三大都市圏でございますが、人口構造がどう変化してきたか、これから変化

していくかという資料を付けております。 

 ５番目に、その結果として歳出がどういうふうに変化しているかということについての

資料を付けております。 

 ６番目に、これからインフラ更新需要が出てまいりますが、かなり大都市圏において整

備をしておりました施設が老朽化してくるという問題がありますので、この点につきまし

てご説明します。 

 ７番目に、経済状況、産業の状況ということで、どんなふうに今、大都市区域があるか

ということ、東京都と指定都市の総生産の推移につきまして御説明したいと思っておりま

す。 

 それでは、１ページをごらんください。まず都制の基本の部分としてどういうふうにつ

くられたかということを入れております。これは昭和 18 年に東京都制、東京都長官以下
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の公務員を置く東京都官制ができておりますが、この説明でございます。 

 ２つ目の○でございますが、旧東京市の区域に法人格を有する 35 の区を設置するとさ

れた。区長は都吏員として都長官がこれを任命する。区は何をやっているかと言いますと、

条例の定めるところによりまして、財産及び営造物に関する業務を処理する。 

 １つポイントとしてございますのが、都の首長として東京都長官を設置するというのが

ございます。これは戦前でございますので、閣議にも列することができた、官吏としての

都長官というものを知事ではなくて設置したものでございます。 

 ちなみにこのとき、東京府と東京市を合併したわけでございますが、手元の資料では東

京府の官吏・吏員が 3,045 人、東京市の吏員が１万 1,259 人ということでございますので、

実態は東京市の方が東京府を飲み込んだような感じになっているのではないかと思います。 

 都制の提案、趣旨説明にございますのは、その１に、帝都たる東京に真にその国家的性

格に適応した確固たる体制を確立する。２番目に、府市併存の弊を是正解消して、一元的

に強力なる遂行を期するということを挙げております。３つ目に行革の議論でしょうか、

根本的刷新と高度の能率化等を図ると言っております。 

 議会における内務大臣答弁では、都制案は多年の問題であると言っています。これは明

治の終わりから大正期に東京都制の案、東京特別市制の案というのが相次いで国会に出て

おりますので、これを言っているわけでございますが、問題であるということを言った上

で、直接的には戦時下ますます重要となった防空、生活必需物資配給等に関する帝都一般

行政を敏速かつ強力に遂行し得んがためであるといっておりまして、結局、昭和 18 年の

直接的な議論としては、防空体制とか戦時体制というのを挙げているわけでございます。 

 その後、昭和 21 年に敗戦後、東京都制の改正というのを行っています。これは戦前の

地方自治法に当たります府県制とか市制・町村制の改正と同時に行ったわけでございまし

て、地方自治法の前身でございますが、都長官という職を置いたままで直接公選とした。

都の区というものに条例の制定権だとか課税権だとか、起債権を付与した。政府原案では、

都の区の区長は都長官の任命制であったのでございますが、衆議院の議員修正で直接公選

とされた。このときに附帯決議が付いておりまして、五大都市には速やかに特別市制を実

施するという決議がされております。 

 昭和 21 年でございますが、地方自治法をつくる前提といたしまして、勅令によって地

方制度調査会ができてございます。その地方制度調査会では何を議論したかと申しますと、

東京都について、都と府県との区別を存置するかどうか。五大市について、都制の方式に

するか、それとも特別市制の方式にするか。大都市における区とかその他の下部組織をど

うするか。仮に特別市制を実施した場合、残存郡部をどう考えるかということを議論して

おります。 

 ２ページでございますが、その結果、この地方制度調査会では、都が基本的自治団体だ

と、つまり、基礎自治体だと言っておりまして、一般の府県との性格上の区別は存置する、

やはり都は違うのだということを実は答申しております。 
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 区につきまして、特別区は、人口 10 万ないし 30 万を基準として構成するということを

言っております。 

 ４番の（ハ）でございますが、都長官という名称を廃して知事とするということを挙げ

てございます。これを受けまして、地方自治法をつくったわけでございますが、若干この

答申とはずれてございます。都の区は特別区と称し、特別地方公共団体とする。原則とし

て市に関する規定を適用する。特別区の区長は引き続き直接公選とする。 

 提案理由を見ますと、東京都は基礎的地方公共団体ではなく、道府県と同様に、市区町

村を包括する複合的地方公共団体としたのであります。現在の地方自治法も、都は普通地

方公共団体で、特別区が特別地方公共団体となっております。そのときに鈴木俊一政府委

員答弁がございまして、ここは割と率直でして、「やはりいかにも都というのが他の府県の

市町村と同性格の団体であることはどうもややこじつけの感がありまして、実際、実情に

即しないのであります。そこで、都内の区なり市町村というものは基礎的な団体であって、

他の府県の市町村と同じ性格のものである。」と言ってございます。 

 このときに都に特別市制を適用しなかった理由として、政府の答弁資料でございますが、

「東京都の郡部を全然分離すれば、これに特別市と同一の制度を適用することができるわ

けであるが、沿革もあり、また格別の支障もない現状に変更を加え、これを分案して特別

市制と同一の制度を適用する必要は認められない。」だから、昭和 18 年、都ができている

のに特別市にする必要はないという説明をしておるということでございます。 

 そこで３ページでございますが、実は旧東京市が相当に区域を拡大しております。まず

明治 11 年ですが、郡区町村編成法では、むしろ東京市よりも前に麹町区、神田区、日本

橋区等の 15 区、右の図にございますが、いわゆる昔の朱引き内地、江戸の町奉行が支配

していたところでございますが、そういうところにまず 15 区を置いておる。後に明治 22

年に市制町村制が施行されたときに、15 区の範囲に東京市を後に設置しております。この

ときは 64km2 です。その後、大正 11 年に東京都の都市計画ができました。都市計画区域

は１市 84 村に至っておりまして、半径 16km の円内で中心から１時間以内に到達できる

地域という目安がございました。 

 この後、実は関東大震災が起こっております。その結果、下町にいました人口がかなり

西部の郡部に移りました。そういうことも踏まえながら、当時の旧東京市は特別市の実施

を目指しておりましたので、そういう区域を広げるという必要性を感じたということで、

昭和７年でございますが、周辺の５郡、82 町村を東京市に合併して 35 区になった。この

ときに品川とか渋谷とか新宿とか池袋というところが東京市内に入っているわけでござい

ます。 

 昭和 11 年に、最後、世田谷区に編入された千歳村・砧村が入りまして、現在の 23 区と

ほぼ同様の地域になっておる。これによりまして大正 11 年の都市計画区域がほぼ東京市

になったということになったわけでございます。 

 昭和 21 年には、区は人口 10～30 万を基準とするという地方制度調査会答申が出ました
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ので、22 年３月に 35 区を 22 区に整理・統合しております。地方自治法の施行後８月に

板橋区から練馬区が分離して 23 区になった。現在、埋め立て等によって面積が 622km2

になっております。つまり、かなり昔の東京市から昭和７年以降拡大をして、東京府の人

口の実はこの当時 92％ぐらいを占める地域が東京市であったということでございます。 

 そこで４ページ以降は特別市制度の沿革でございます。先ほどの地方制度調査会の答申

でございますが、５大市にどういうふうな制度を適用するかという議論でございます。こ

こで出ました答申は、５大都市はそれぞれ市の区域により特別市として現在所属している

府県から独立させること。原則として道府県の制度を適用する。警察事務を含む国政事務

の処理も道府県に準ずること。区はすべて行政区とすること。法人格がない行政区とする

ことと言っております。 

 財政は国税の一部を移譲したり、独立税収を創設したりすること。ここは面白いのです

が、６番で残存郡部は独立の府県として存置し、五大都市との関係は、府県市組合を組織

させる等の方法によりこれを調整するといってございます。区長の選任方法については、

市会の同意を得て市長が選任する方法、市長が任命する方法、選挙人が直接選挙する方法、

どれかに絞る。残った現存の郡部は独立の県とした場合の名称とか、県庁の所在地は一応

従来どおりと。残存郡部の意思により適宜決定するといってございます。 

 この結果、５ページでございますが、昭和 22 年の地方自治法の制定がございまして、

人口 50 万以上の市の中から法律で指定する。都道府県の区域外にある特別地方公共団体

とする。行政区は設けるけれども、法人格はなくて、行政区の区長は直接公選とするとな

ってございました。このとき、法律で指定することでございますので、これが地方自治特

別法になるだろうと、そのときに、どの範囲で住民投票にかけるべきか疑義が生じまして、

GHQ に対し、解釈についての回答を求めまして、その回答は結局、「当該市、住民のみで

なく、その府県、郡部の住民も加えて広く解釈する」ことを閣議で決定した。その結果、

22 年 12 月に地方自治法を改正しまして、265 条７項に関係都道府県の選挙人の賛否の投

票に付さなければならないとすると追加されております。 

 当時は五大都市のうち、京都市を除いた４市はいずれも人口規模において残存府県住民

の人口規模を下回っておりますので、そういう意味では住民投票にかかった場合に独立す

ることがなかなか難しくなったという部分がございます。参考までに、昭和 25 年の国勢

調査人口の割合を書いてございます。 

 ６ページにそのときの特別市制の条文がございます。ポイントだけ御説明します。264

条の１項は、要するに特別市内の事務は国の事務でも、都道府県の事務も市町村の事務も

委任されているものはやるよということは書いてございます。 

 265 条の１項ですが、都道府県の区域外とする。２項で人口 50 万人以降の市につき、

法律でこれを指定する。 

 ３項が割と大事でして、特別市の廃置分合とか境界変更は法律でこれを定めるとなって

おります。ですから、特別区の市域がそれ以上合併で拡大しようとするときにはまた法律
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をつくらなければいけないとしておりましたので、そうすると１回特別市になりますとな

かなか拡大できないような状況になったのではないかと思います。 

 先ほどの９項でございますが、関係都道府県の選挙人の賛否の投票に付さなければなら

ない。 

 ７ページでございます。270 条に特別市は市長の権限に属する事務を分掌するため、条

例で、行政区を設ける。 

 271 条で、区長は選挙人が投票によりこれを選挙する。後の区助役以下の吏員でござい

ますが、275 条の１項に表れておりますが、行政区に吏員とか職員を置くのだけれども、

これは区長の申請により特別市の市長が任命するとなっております。これは特別市として

は一体で、区はあって法人格はないけれども、区長は直接公選で、市の職員も区の職員も

全部特別市の職員だという建前をとっていたということでございまして、住民自治という

分を公選で体現し、あとは法人格を与えずに全体の能率を考えた制度のようでございます。 

 これを受けまして９ページ、今度は指定都市制度でございます。昭和 24 年の法律で地

方行政調査委員会議というのができました。いわゆる神戸委員会でございます。ここに大

都市について指定都市の下になる考え方を文書で示しております。「その区域における二重

監督及び二重行政の弊が指摘されてきたのであるが、当会議は事務の再配分が勧告どおり

実施されることにより、これらの弊害はほとんど除去されるものと考える。」これはどうい

うことかと言いますと、いろいろ二重監督とか二重行政とか言われているのだけれども、

事務配分をきっちり、市にはこれ、県にはこれというふうにやっていけばほとんど弊害は

除去されるのだという考え方を示しております。 

 そこで特別市に見られない議論として、「ひとり大都市の事情ばかりでなく、大都市と残

存区域との関係及び残存区域における自治行政を進展させる方途を考慮する必要があるの

で、現行の特別市制が適当か、その他、いかなる制度が適当であるかは、各都市について

具体的に取り扱うべきである。」 

 ここでその説明がございます。特別市制度の利点と弊害を挙げてございます。主なもの

を紹介しますと、利点としては、大都市が府県の区域から独立することによって画一性が

除去される。大都市行政の特殊性に即応した行政の運営がそれぞれの都市で可能となる。 

 ロでございますが、二重行政、二重監督の弊害は完全に除去される。ここで二重行政と

は何かというのを言っておりまして、一般に二重行政とは大都市とそれを区域的に包括す

る府県が大都市の区域において、同一内容の行政を実施する場合を意味し、その多くは営

造物行政、これは今でいう公の施設、文化会館みたいなものとか、学校みたいなものが入

ってくるのですが、助長行政、補助金を渡すような行政に見られるとされていおります。 

 「二重監督は、大都市行政に対して府県と国がそれぞれ監督権を行使することを指称す

る。」と言っておりまして、この考え方というのを前提にしているわけでございます。 

 ハでございますが、利点といたしまして、大都市は現在、郡部住民のためにかなりの負

担をしているが、府県の区域から分離することにより、その負担に係る財源は自己のため
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に使用できるようになり、大都市の財政権はそれだけ拡充強化される。 

 10 ページに弊害の点がございます。主なものを御紹介いたします。 

 ロでございます。大都市は周辺部と沿革的にも社会的にも経済的にも一体を成してその

中心を形成しつつ生成発展してきた。ところが、大都市が府県の区域から分離して独立す

ることになればこの一体性は断絶され、大都市が今後区域を拡張しようとしても現在以上

に困難を伴い、残存部の施策が必ずしも大都市に有利には行われず、また分離によって必

要な施策も生じ、二重行政以上に不経済となり、大都市にも残存部にとっても不利である。 

 ハでございますが、大都市の府県からの分離は、残存区域は府県となるか、あるいは合

併をするか、境界変更するか、そういうことが必要となるが、後者、合併をした場合には

府県の統廃合以上に困難を伴う。また、前者は、現行の府県を二分して、２つの小さな府

県を設置することになり、府県の規模を合理化すべき時代の要請に逆行する。 

 大都市が分離した後にかかる区域は、仮に府県としても財政的に弱小で、府県の機能を

営むのに適当とした規模とは言いがたいということを言ってございます。 

 こういうことを考えまして、その後に、それぞれ理由があると考える。しかし、当会議

としては、府県と市町村の担当すべき機能を考え、大都市の問題は行政事務の適切な配分

及びこれに伴う税財政上の改正によってほとんど解決されると考えるといって、五大市す

べてについて一義的にではなく、各大都市ごとに決定すべき問題といってございます。 

 この後、現在の地方制度調査会の法律ができました。昭和 28 年第１次地方制度調査会

の答申がございます。この答申に基づいて指定都市をつくっているのでございますが、こ

の議論は 10 ページの下、さしあたって事務及び財源の配分により、大都市行政の運営の

合理化を図るものとすることとしておりまして、これは神戸委員会の報告を踏襲してござ

います。 

 どんな事務を大都市にさせるかということでございますが、２、大都市の区域内におい

て府県が行う補完行政に属する事務とみなされるものは大都市の事務とするものとする。

これは平成 11 年の地方自治法改正前の概念ですが、補完行政というのは一般の市町村で

やるには手に余るような事務、大きな事務だったり、専門的な事務だったりしますが、そ

ういうものは大都市がやるのだと言っておる。 

 11 ページ、法令による委任事務で広域的または統一的処理を必要とする事務以外の事務

は原則として大都市の事務とする。ここに広域的な広がりを持ったような事務については、

府県が留保するのだけれども、そうではない事務については指定都市がやるのだという議

論をしています。実は実際の制度にはなかったことが書いてありまして、営造物、施設の

設置等サービス行政に属する事務については、府県と大都市の協議によりその範囲を定め

るものとすることと書いてありまして、よく二重行政で言われる公の施設を両方つくって

いるとか、補助金を両方出しているとかというのは、この当時の考え方では協議でそれぞ

れの役割分担を決めるという考え方を示していたようでございます。 

 財政に関しては、都道府県税の特例を設けると答申しておりまして、例えば償却資産税
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とかたばこ消費税とか自動車税とかは大都市に移譲すると言ってございます。 

 これを受けまして、昭和 31 年に地方自治法の改正が行われて指定都市制度ができたわ

けでございます。これは「大都市の特例に関する事項」という一章を設けて、政令で指定

する人口 50 万以上の市を「指定都市」としてございます。結果的にこういうふうになっ

たわけでございますが、委員会での政府委員答弁でございます。 

 特別市の問題は、現在の府県制度の根本的改革の一環として、総合的にそれは考えない

といかぬ。今の府県のままでは、現在、法律に書いてあるとおりの特別市というものをそ

のままやることは適当でない。こういう判断でございます。大都市の事務配分によってさ

しあたりやる。府県制度については、更に根本的な検討を加える。府県制度の問題もあれ

ば大都市の問題もある。その他の問題もある。こういう問題を総合的に検討して、結論を

出してもらうという言い方をしてございます。 

 五大市をターゲットにしておったことが明確でございまして、五大市問題について一応

のけりをつけるというのが答弁書にございまして、当時 50 万といたしましたのは、神戸

市の人口が 98 万であった。福岡市が当時 50 万を超えているのですが、五大市と福岡市と

は同様に考えることできないと思うという答弁資料がございます。 

 その結果できました制度が 12 ページ、13 ページにあります指定都市の制定時のもので

ございまして、指定都市の特徴は事務配分で大都市制度をつくるということと、行政区を

置くということ。行政監督の特例という今まで府県が監督していた部分を国が監督すると

いうふうに変えるというのが主な特色でございます。 

 14 ページ、15 ページには現在の条文を入れてございます。 

 その後、中核市の議論がございます。16 ページ、これは 23 次の地方制度調査会の答申

がございます。考え方は、今まで一律に市町村に権限移譲を考えてきたのだけれども、そ

れぞれ規模能力が千差万別である。だから、その規模能力に合わせて分権をしていくため

の、権限移譲をしていくための制度が要るだろう。そのために中核市の制度を創設すると

いうことになってございまして、このときの答申は、人口 30 万人以上、面積 100km2 以

上、人口は 50 万人に満たない場合には、当該地域において中核的な機能を有しているこ

とも要件とするとしてございます。 

 17 ページ、その中でどんな事務を移譲するかというのは指定都市に移譲されている事務

の中から中核市において処理することは適当でないと思われる事務以外は処理する。どん

なものが除外されるかといいますと、広域性がある事務。例えば指定区間外の国道・県道

の管理だとか、県費負担教職員の任命等、こういったものは指定市のみにやらせて中核市

にやらせない。 

 事務量から見て非効率である事務。児童相談所の設置とかです。 

 大都市圏域などに限定されている事務は中核市に渡しません。 

 基本的に、先ほど申し上げた行政監督の特例は入れませんという前提になってございま

す。当時、やはり周辺の市町村と都道府県との関係を随分議論しておりまして、周辺市町
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村の区域に関し、都道府県に残る事務については、一体的な行政運営に配慮して、周辺市

町村の意向を尊重しながら、必要に応じて県から中核市に委託するとか、都道府県知事か

ら周辺市町村に委託しまして共同処理をするということを想定してございます。 

 財政的には指定都市と同様、交付税でいろんな措置をしている。 

 政令市、指定都市と違いますのは、中核市の方は当該市の意思に基づくもので、申し出

を受けて手続を進めることが制度化されております。 

 その結果、18 ページでございますが、人口 50 万未満の市については、昼夜間人口比率

が 100 を超えるという要件を入れていまして、昼間、周りから来ている人口の方が夜そこ

に住んでいる人口よりも多いという要件を付けてございます。この後、中核市はだんだん

要件を簡素化してまいります。平成 10 年、地方分権推進計画で昼夜間人口比率と中核市

となる要件を見直すとありまして、平成 11 年の地方分権一括法による地方自治法改正で、

先ほどの昼夜間人口比率要件を廃止しております。 

 平成 12 年の第 26 次地方制度調査会の答申では、50 万以上の市については面積要件を

廃止することが適当だ。その結果、14 年の地方自治法改正で人口 50 万以上の市について

面積要件を廃止しております。その後、17 年の 28 次地方制度調査会では、現在まで 37

市が中核市になっているのだけれども、当初懸念された都道府県行政との関係で特段に問

題となることはないということで、面積要件も廃止するようにということで、平成 18 年

に面積要件が廃止されてございます。 

 以上が大体中核市の概要でございまして、20 ページに条文を付けてございます。 

 21 ページ、特例市でございます。特例市は平成９年の分権委員会の第４次勧告での議論

でございまして、これも中核市と同じような議論でございますが、市町村への権限移譲を

できるだけ推進するという観点から、やはり一定の規模能力、特に 20 万以上でございま

すが、そういう市にまとめて権限移譲する法制をつくったらどうだと勧告がございました。

その結果、10 年の文献計画に 20 万以上などの人口規模等を有する市から、当該市からの

申出に基づき指定することにより権限をまとめて移譲するための法制上の措置を講ずると

しておりまして、結果的に 22 ページでございますが、平成 11 年、特例市制度が創設され

てございます。人口 20 万以上で申請に基づき政令で指定するということでございます。 

 23 ページに条文がございますが、端的に申しますと、中核市がやっている事務のうち、

都道府県がやった方が効率的だというものは渡さないという考え方になってございます。 

 24 ページにそういう前提で現在の都道府県、指定都市、中核市、特例市、特別区がそれ

ぞれの行政分野でどういう役割分担になっているかという表を付けてございます。網かけ

の部分が特別区の事務でございまして、特別区はまちづくりで例えば上下水道とか都市計

画とか、あるいは治安・安全・防災で消防・救急とか、普通の市町村がやっていることは

やっていないのですが、逆に保健所を設置しているとか、飲食店の営業等の許可だとか、

中核市でないとやらないようなことも特別区はやっているということで、非常に特別な事

務配分になってございます。 
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 この表でごらんいただきますと、特例市の部分がかなり空欄になってございます。もと

もと特例市はまちづくりとか環境についての事務が多かったわけですが、今般、ずっと権

限移譲を分権改革推進委員会の勧告等で進めてまいりまして、通常の市に権限移譲された

部分が多くなっておりまして、特例市に特有の事務の部分が少なくなっているということ

はございます。 

 それぞれ 25 ページ以降にもう少し詳しく保健衛生、福祉、教育・文化、環境、まちづ

くりというところにつきまして役割分担を書いてございます。 

 例えばまちづくりは大体指定都市に下りているようでございますが、29 ページをごらん

いただきますと都市計画域の指定、ここまでが都市計画区域で、ここからが調整区域とい

うものは下りておりませんし、市街地再開発事業の認可だとかこういうものはまだ下りて

いないという、都道府県にまだなお留保されている事務はかなりあるということがわかり

ます。 

 30 ページ、これは現在、熊本市がまだなってございませんので、19 の指定都市がどう

いうふうな分布を示しているかという図でございます。 

 31 ページ以降に指定都市の一覧表を入れました。この意図は人口も面積も財政力もそれ

ぞれかなり多様になっているということでございます。多い方では 200 万を超える人口の

横浜、名古屋、大阪もございます。少ない方では、70 万程度という人口が相模原、静岡、

岡山とございます。面積も 1,000km2 を超えております札幌、静岡、浜松、200km2 前後の

埼玉、千葉、川崎、大阪、堺というのがございまして、一概に指定都市はこういうものだ

と言えないような状況にもなっている。もともと五大市でありましたのがそれからずっと

指定されてきたことによるものであります。 

 財政力指数でございます。これは１を超えますと交付税をもらわなくても大丈夫だとい

う団体でございますが、いずれも 22 年度決算数値でございますが、埼玉、千葉、川崎、

横浜、相模原、名古屋の辺りは当時不交付団体になっておりました。一方で、札幌 0.69、

新潟 0.69、京都 0.76、神戸、岡山、北九州と財政力が比較的弱い団体もあるわけでござい

ます。 

 同じようにどれだけ財政の自由度があるか、義務的な経費をどれだけ使っているか。数

値が高いほど苦しいわけでございますが、そういう経常収支率がございますが、名古屋と

か大阪とかは 99.4％で、経常的に入る一般財源の 99.4％は経常的に使わなければいけない

という団体になっているということでございます。 

 33 ページに中核市 41 市の一覧を付けてございます。中核市も実に多様になっておりま

して、34 ページ以降に同じように人口、面積、財政力指数を示しております。人口は指定

時には 30 万あったのだけれども、今、30 万を切っているというような市も函館、青森、

盛岡、下関のようにございますし、50 万を超えているという市も、宇都宮、船橋、東大阪、

姫路、松山、熊本、鹿児島のようにございます。同じように面積の話も 1,000km2 を超え

る富山市もあれば、船橋市のように 86km2 というのもございます。 



10 
 

 財政力指数の点につきましても、不交付団体もあるし、相当苦しいのもあるしというこ

とでございまして、これはまたごらんいただければと思います。 

 同じように 38 ページに 40 市、特例市の地図を入れております。 

 39 ページ以降でございますが、特例市も人口でいきますと川口のように 50 万を超えて

いる特例市、所沢は 34 万、越谷 32 万と中核市の要件を満たしているような特例市もござ

いますし、このページでいきますと小田原は 20 万を切っているとかもございます。 

 面積が首都圏の特例市は総じて小さいというのもわかります。財政力指数も八戸のよう

に 0.67 のところもありますし、つくばのように 1.05 のところもある。経常収支も厚木の

ように 96.1 のところもあれば 80％台のところもあります。 

 41 ページ、総じて関西圏の都市についての面積が非常に小さく、財政力が高いところも

かなりあるというところで、大阪市周辺のところにそういう団体がございます。 

 43 ページ、特別区のイメージでございますが、面積をごらんいただきますと、かなり三

多摩の方の面積が多いけれども、かなりの部分まだ特別区の面積も多いですよと。特別区

も人口的にいいますと、千代田が４万 7,000、中央が 12 万 2,000 ですが、大きい方では大

田区が 69 万とか世田谷区が 87 万とか、そういう区がございます。 

 この財政力指数は実は交付税上の財政力指数ではございませんで、財政調整交付金の算

定に使った財政力の数字ですので余り比べられませんけれども、例えば経常収支をごらん

いただきますと、千代田が 77.9 とか、港が 73.2 とか非常に財政的にいい特別区があるわ

けでございます。 

 先ほど説明を省きましたが、将来負担比率でございます。これは標準財政規模と申しま

して、交付税と地方税が１年間に入ってくる額と、どれくらい将来に発生するであろう債

務の割合があるかということで、たいていのところは標準財政規模より多いものですから

将来負担比率が出るのですが、特別区はすべて「－」でございまして、標準再生規模より

将来に負担すべき債務的なものが少ないという結果が出てございます。非常に特別区は指

定都市とか中核市、特例市に比べても財政的に豊かなものがございます。 

 47 ページにはそれぞれの都道府県で特別区だとか指定都市がどれぐらいの人口のシェ

アを持っているかということでございます。例えば東京都は特別区が東京都制をやるとき

には 92％の人口だったのですが、さすがに郊外に広がりましたが 68％が特別区に住んで

ございます。これに対しまして大阪でございますが、大阪市が 30.1％、堺市が 9.5％で、

両方足して 39.6％ぐらい、神奈川は横浜が 40.8％、川崎が 15.8、相模原は 7.9 で、64.5％

が神奈川県では指定都市に住んでいるという状況がございます。福岡県も北九州市と福岡

市を合わせますと 48.1％が指定都市内に住んでおります。 

 48 ページでございますが、これは面積がどれぐらい占めているか。東京都の特別区は

28.4％の面積を占めてございます。これに近い値を示しておりますのは、神奈川県が３つ

の指定市を足しますので 37.6％とか、静岡県が 38.2％とかというのがございます。大阪府

は２つの市を足しまして 19.6％ぐらいであるという数字がございます。 
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 49 ページ以降に、大都市を議論するときに都市圏域がどう広がっているかということの

議論が必要であろうということでお示ししております。これは通勤・通学 10％圏という定

住自立圏をつくるときに用いた指標ですが、その市で通勤・通学をしている人の総数を分

母にとって、あの市に行っているというのを分子にとります。それが 10％を超えるとかな

りつながりが深いだろうという議論がございます。 

 49 ページに札幌市の 10％圏です。 

 50 ページに仙台市の 10％圏で、宮城県のかなりの部分に及んでおります。 

 51 ページでございますが、東京、横浜、川崎、埼玉、千葉の 10％圏です。この読み方

でございますが、例えば薄い空色のところは千葉市だけに行っている 10％圏でございます。

ただ、濃い空色のところは、千葉市及び東京 23 区両方に 10％行っているという圏域でご

ざいまして、ですから、薄い千葉市と横浜市の部分を除きますと、あとの濃い部分は大体

東京 23 区の 10％圏に入るということで、首都圏の相当の区域に東京 23 区の 10％圏が広

がってございます。 

 これに対しまして 52 ページに名古屋市の通勤・通学の 10％圏でございますが、これは

一部岐阜県の多治見とか可児とか、三重県の桑名とかに出ておりますが、大体アバウトに

申しますと、いわゆる愛知県の尾張部に 10％圏内があって、豊田市とか岡崎市の方にまた

中心性があるという 10％圏の図でございます。 

 53 ページに大阪、堺、神戸、京都の通勤・通学 10％圏です。これも薄い色のところは

京都、神戸の固有の 10％圏ですが、濃いところは大阪市に通っている 10％圏でございま

して、かなり広範囲に大阪市の 10％圏が広がっていることがございます。 

 54 ページが広島市の 10％圏。 

 55 ページは福岡市と北九州市の 10％圏です。北九と福岡に関しては、それぞれの都市

圏域がきれいに分かれておりまして、宗像市だけが両方に行っているという状況でござい

ます。 

 あとは端折りますが、56 ページでございまして、これは三大都市圏の人口の全国シェア

がどうなっていくか。端的に申しますと、少子高齢化によって全国の人口減少は進むのだ

けれども、東京、名古屋、大阪圏の人口集中が増加して、平成 47 年ぐらいには 14.78％ぐ

らいになるだろうという数字でございます。 

 57 ページ、三大都市圏の人口の社会増減でございます。これはごらんいただきますと昭

和 50 年の辺りから大阪圏で社会減、転入超過がマイナスになってございまして、転出超

過だと。ただ、最近の報道で去年は大阪圏について転入が超過したという報道はございま

すが、ずっと一貫して三大都市圏のうちで転出超過でございました。 

 58 ページに人口の自然増減数を入れておきまして、ここも出生超過数がだんだん落ちて

きておりまして、平成 17 年、平成 22 年になりますと、大阪市は出生超過がマイナスにな

っている、出生減になってございます。 

 59 ページにそれぞれの高齢者人口、生産年齢人口、年少者人口がどういうふうに推移す
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るかという予測でございまして、年少者人口とか生産年齢人口はやはり全体に減少してい

るわけですが、高齢者人口は大幅に増加していく。 

 60 ページ、それでも三大都市圏の生産年齢人口の割合は、他の地域からの流入によって

やや緩やかに減少していくことが予想される。 

 61 ページ、これから高齢化に備えていろんな準備が要りますけれども、実は名古屋市に

関して見ますと、2005 年の数値から 2035 年で 65 歳以上人口は 1.5 倍、75 歳以上人口は

2.1 倍になると想定されています。中国地方のある小規模な都市ですけれども、その都市

でいきますと、実はもう 65 歳以上人口というのは増えませんで 0.9 倍、75 歳以上人口も

1.1 倍と。つまり、地方圏においては、高齢化が先に進んだと。これから大都市圏におい

て高齢化が更に進んでまいるという数字でございます。同じように船橋市の数字、中国地

方の町の数字を入れております。 

 62 ページにそういう場合にどういうふうに費用がかかっていくかという数字を入れて

おりまして、これはごらんいただければと思いますが、例えば横浜市におきましては、こ

れからの高齢者人口が 55.4％伸びると、老人福祉費は 59.7％伸びるだろうという数字でご

ざいます。 

 63 ページでございます。これは財政の中でどういうふうな費用が平成 21 年度と 16 年

度の比較で伸びているかということで、端的に申しますと、扶助費が政令指定都市と中核

市では非常に割合が高くなっている。19.1 と 19.5 でございます。16 年度との比較でも指

定都市で 2.8％増、中核市で 3.0％です。扶助費は主に生活保護費用と考えていただければ

と思います。 

 64 ページに生活保護の被保護実人員につきましても、かなり指定都市とか中核市が 18

年、23 年比べますと増加してきておるということがございます。 

 65 ページ、これは大都市部において介護保険施設がどういうふうな状況かという数字で

ございまして、このラインが全国平均です。65 歳以上人口 10 万に対しての介護保険施設

の定員の平均がこの線でございますが、埼玉、愛知、大阪、神奈川、千葉、東京はこれか

ら整備をする必要があるのではないかと思います。 

 66 ページでございますが、実は大都市部におきましては、人口が急増した昭和 30～40

年代に集中的にいろんな公共施設を整備しております。東京都も横浜市もいろいろな推計

をしておりまして、これから維持補修費、更新費がかかっていくというような数字でござ

います。 

 67 ページでございますが、大都市部では公立学校施設が昭和 56 年以前に建設されたも

のの割合が高いという数字でございまして、早くに整備した分、早くに建て替えをする必

要が出るという部分がございます。耐震化の数字も入れてございます。 

 最後に 68 ページと 69 ページでございますが、経済的な指標はどうかということで、こ

れは平成 19 年の値をとりましたのは、リーマンショック前の値を出しております。例え

ば東京都は都内総生産が平成９年度には全国シェア 16.88％だったのが、19 年度には
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17.51％になって、17.4％伸びている。これに対しまして、例えば札幌では伸びは 0.0％だ

とか、首都圏でいけば千葉とか横浜とか川崎は比較的増加率が高かった。大阪市はマイナ

ス 1.2％であるという数字がございます。 

 最後に 69 ページでございますが、それでは、どういう業種が生産額で伸びたのかとい

う数字を挙げておりまして、製造業、建設業、卸売小売業、金融保険業、不動産業、サー

ビス業を入れてございます。例えば東京都でございますと、製造業は 0.3％しか伸びてい

ないけれども、また建設業はマイナス 21.2％になる。金融保険が 26.9％伸び、サービス業

は 51.3％伸びていると見ます。そういうふうな指標をそれぞれ取っておりまして、それぞ

れの都市の業種の伸び方、例えば北九州市は製造業がマイナス 16.1 になって、その分どこ

が伸びているかというと、サービス業は 26.7％と見るわけでございます。 

 非常に端折りまして長時間いただきましたけれども、私どもで用意した資料は以上でご

ざいます。ありがとうございました。 

○碓井委員長 どうもありがとうございました。大変膨大な資料でございます。 

 それでは、御意見等がありましたらお願いしたく存じますが、一括してというのもあれ

ですので、29 ページ辺りまでのところを中心にまずお伺いいたしましょうか。御意見等と

申しましたけれども、私どもの認識をそれぞれ確かめ合うということも重要でございます

ので、こだわらずに御意見をちょうだいできればと存じます。 

 太田委員、どうぞ。 

○太田委員 質問だけですけれども、いいですか。 

○碓井委員長 勿論、結構です。 

○太田委員 大都市制度の歴史のときにいつも思わされるのは、つまるところ人口にだけ

着目してきたということです。おわかりになる範囲で結構ですが、面積に着目したこと、

昼夜間人口比率に着目したことがありますが、長続きしなかった、なぜ人口しか見てこな

かったのだろうということについて、おわかりのことがあれば少しお教えいただけますで

しょうか。 

○碓井委員長 これは行政課長さん、お願いします。 

○山﨑行政課長 事実だけ申しますと、中核市で面積を考えましたのは、指定都市と違い

まして府県の中で非常に人口はあるのですけれども、残存した府県の行政とのつながりを

どう考えるか。余り狭い地域で人口が相当あるところを中核市として権限移譲してしまい

ますとうまくハーモナイズできるのかという議論があったようでございます。 

 そこで指定都市のたしか面積の小さなものが 150km2 ぐらいだったので、それで 50 万

の法定の人口と 30 万の人口とを比較して、大体 100km2 ぐらいはないといけないのでは

ないかと考えたという経緯があるようでございます。 

 その後、この長い歴史でいきますと、もともとが戦前は住民が輻輳する土地というのが

都市だと。やはりかなり違う監督をかけておかないと都市行政がうまくいかないという議

論だったので、たくさん人がいるということが伝統的には都市、大都市の考え方としてあ
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るようでございます。ただ、御案内のように市を指定する要件で都市的な施設があるとか、

連担してまとまって住んでいるとかそういうのはございましたので、やはり都市的な形態

をとっておるというのをポイントにしておるということで、人口が集中して住むことによ

って都市的な形態をとっているというのがどうもこれまでの市とか都市とか大都市とかに

ついての考え方だったのではないかと思われます。 

 推測も含めまして恐縮でございます。 

○碓井委員長 ただいまの人口のことについての議論でございますが、そのことがらみで

何かほかに御発言ありますか。 

 太田委員、どうぞ。 

○太田委員 もう少し雑駁な問題意識を申しますと、結局、合併して大きくなって、ミニ

府県みたいなものが政令指定都市へ転がり込んでくるという現象がよく指摘されていて、

我々が議論するときに困るのは、一体何をもって大都市と考えるのかということが実はは

っきりしないということだと思うのです。今日の表を見せていただいても、こんなにたく

さんあるものを３つか４つかのカテゴリーで輪切りにして、しかもどちらでもよさそうな

ものとか、実は東京には、都区制度の裏側ではないかと思いますが、八王子のように中核

市ぐらいにはなれないかなというものが、中核市に何もなっていない、普通の市であると

いう現象があるわけで、そういうことを見たときに、我々は一体何をもって大都市と考え

るのかどうもはっきりしない。その中で何を議論していくのか迷っているものでお伺いし

た次第です。 

○碓井委員長 今のことに関連していかがでしょうか。今の太田委員の御発言と連続性の

ある問題かもしれませんが、例えば静岡市は面積は大変広大になる。合併をした結果、そ

うなったのだと思いますが、最後の方に合併したところというのはその区域の人口密度と

しては極めて低いかもしれない。ですから、多様な構造を備えた指定都市ができ上がって

いるという一例かと思いますが、これに関連して、人口あるいは面積がらみでどうぞ。 

 今のようなお話が出ますと、先ほど私、途中の 29 ページまでと申しましたが、後の方

の現状にも踏み込んで両方込みで御議論いただいても結構です。ございませんか。進行役

としては困るので。 

 どうも林文子委員、助かります。お願いします。 

○林（文）委員 太田委員のお話で、何をもって大都市とするかという話ですが、その話

でよろしいですか。 

○碓井委員長 どうぞ、お願いします。 

○林（文）委員 横浜市は当然ながら基礎自治体でございまして、東京都に次ぐ約 370 万

の人口を持っているわけですけれども、要するに基礎自治体としての機能、事務・事業と

行政全般すべてやっているわけですけれども、そのほかにいわゆる広域自治体がやれる港

湾、道路、地下鉄、上下水道の広域インフラ、産業政策等の広域行政も横浜市内で完結し

てすべてできるという状態です。153 年前に半農半漁の寒村と言われている、100 個の村
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だったらしいのですけれども、いわゆるコミュニティの出発点である村での皆さんの共同

の助け合いの暮らしからだんだん市域が広がってまいりまして、合併ということを全くや

らずに、今の市域というのは 70 年前に固まってできたのです。そこへ終始一貫してすべ

てのインフラを含めて、そういった広域で本来は請け負うべきようなところまですべてで

きますよということになりますと、それは大都市という形で１つで一貫してすべてやらせ

ていただきたいと、それが私ども大都市制度というか大都市という言い方をしています。 

 太田委員がおっしゃるように本当に多様的なのでこれは幾つかで、例えば大阪都構想も

そうですけれども、横浜市もそうですけれども、こういう一つひとつの例に合わせていろ

んな市を当てはめていくということは全くできないと思いますので、そこが大変難しいこ

とだと思いますけれども、私はともかくできるところ、そういった責任を持ってすべて完

結してできるというところは独立させていただいて、広域自治体から抜けてやらせていた

だきたいと思います。 

 趣旨が合わなかったかもしれません。申し訳ございません。済みません、ありがとうご

ざいました。 

○碓井委員長 御趣旨はよくわかりました。ほかの委員の皆様、どうぞ。 

 今、私が問題提起するのは何ですが、林委員の裏を申しますと、逆に郡部の行政をどう

考えるかという裏側の問題も当然登場してきます。総合的に御議論いただければと思いま

す。 

 また太田委員ですか。どうぞ。 

○太田委員 せっかくなので林文子委員のおっしゃったことについて。 

 もう少し言いますと、多分今までの日本の大都市制度というのは比較的五大市を念頭に

置きながらも、憲法 95 条のこともあってだと思うのですが、固有名詞では制度設計しな

いという態度、何らかの一般基準をつくって市を更に類型化して、それについてあるもの

をあるカテゴリーの大都市として扱うという態度を取ってきたわけです。 

 私が少し知っているドイツ法とかを見ると、これはむしろ珍しいかもしれません。かな

り一般的なカテゴリー、制度設計志向は強いかなという印象は持ちます。ただ、問題は今

までこうやってきたときに、では今度横浜市用にとか大阪市用にというカスタマイズした

法制度にがらっと切り替えてやるのか、それともある程度の一般基準をつくって、しかし、

その内部で大都市をリシャッフルし直すのか。 

 もっとぶっちゃけて言うと、20 個近くある政令指定都市の中を更に２つや３つに分けて

しまう、あるいは特例市のように余り特殊な権限のないものは全部地方分権して普通の市

にして特例市制度を廃止するという、あくまでも一般的基準をいじくるということで考え

るのか、多分そこはかなり戦略的な議論になるだろうと思うのです。それをだれがどのよ

うに決定するのか。つまり、大都市制度の議論の仕方というものをどういうふうにだれが

決めるのかということ自体が多分クリアーではない。クリアーでないまま、ある人が私は

都になりたいと勝手に言ってみるというような事態になっているということだろうと思い
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ます。 

○碓井委員長 ほかにいかがでございましょう。 

 今の議論の中にはひょっとすると複数の制度がどういう仕組みというのができ上がって

いるときに、それぞれの選択の方式といいますか、つまり、先ほども出てきましたように、

大変人口密度も高く、人口も多いですね。そういうところが大都市になっていないとかそ

ういうこともありまして、その辺も含めたこれからの設計の仕方の方法論にもなるかと思

います。 

 林文子委員、どうぞ。 

○林（文）委員 太田委員、申し訳ござません。どうも私、違ったことを申し上げてしま

う。この機会なのでちょっと申し上げたいのですが、今、先生がおっしゃったそういった

制度の話、これは本当に今回感謝したいのですけれども、このデータはすばらしくて、後

ろの方にいろいろ私どもの政令都市の状況もよく見えるのですが、ともかく財政難だとい

うことはどこもそうですね。国もそうなのですけれども、特徴的に見ていただくと、政令

指定都市は本当に厳しくて、高齢化も進んでおりますし、ともかく扶助費がどんどん増え

ていってしまう状態。 

 結局、昨日、実は私、24 年度の予算の発表をしたのですが、いわゆる義務的経費という

のが全体の 55.5％、必ずこれは私自身も忸怩たるものがございますけれども、財政の硬直

化ということになっているわけです。ですから、企業で言うと投資的な経費というのがな

い、投資できない状態になっている。そうすると、まったく負のスパイラルのです。投資

ができないから結果的に行財政改革で切り込んでいくと、今度は経済活性化のために投資

ができない。 

 そうすると、当然また経済が沈下いたしまして、雇用がまた確保されなくなって生活保

護の方が増えてしまうという悪循環を今やりつつあるわけです。だから、もう本当にこの

ままで行ってしまいますと、いわゆるこういう我々の都市というのは世界の他の大都市と

の競争力の中では勝てないという状況に来ていますので、何とかここから抜け出さなけれ

ばいけないということなのですが、今、どうなっているかというと、政令指定都市は県か

らの仕事を大分いただいて移譲されてやっているのですが、簡単に言ってしまいますと、

横浜市だと 500 億円分の仕事を経費としてうちはやらせていただいているのです。ただ、

県から下りてくるお金が 200 億ぐらいですから、300 億は自前で出してしまっている。つ

まり、喜んで仕事をやらせていただくのですが、それに見合った財源をいただきたいとい

うこと。これの矛盾で、例えば今度の予算もスタートしたときには収支不足が 270 億です

から、それが譲られていればそんなに厳しいことではなくてもっと経済活性化のため投資

ができる。ちょっと長くなって済みませんけれども、そんな事情もございました。 

 ところが、ずっと太田先生がおっしゃったような感じでいつまでも決まらずに暫定的な

政令都市が今まで続いてしまったということなのです。そこを何とか打開していただきた

いというお願いでございます。 
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 済みません、少し話がそれました。申し訳ございません。 

○碓井委員長 ほかにいかがでしょうか。 

 田中委員、どうぞ。 

○田中委員 専門でないというところの質問からさせていただければと思うのですが、前

半の事務の効率という問題で、公益性がある事務というのは何となくわかるのですけれど

も、この効率というのは歴史的な中でだれの視点における効率ということできたのかとい

うことと、もしそういう指標みたいなものがあれば今後住民視点から見た効率ということ

を考えていく上での参考で置き換えとかがもしできるのであればという意味合いから、そ

ういう基軸みたいなものとか、数値指標みたいなものがあれば聞かせていただきたいと思

いました。 

 24 ページの表は役割分担が書かれていて、事前に昨日いただいた資料はカラーになって

いたのがわかりやすくて、今、ちょっとわかりづらいところがあるのですけれども、これ

は質問で防災等に関するものは市町村のところにしか出てきていないのですが、これはほ

かのところでは市町村の権限というか役割とか責任になっているものと決められているの

かという、この２つを教えていただければと思います。 

○碓井委員長 順番は質問の順番でも結構ですし、ひっくり返しても結構ですけれども、

山﨑行政課長、どうぞ。 

○山﨑行政課長 例えば先ほど申しました中核市がやった方が効率的とか、特例市がやっ

た方が効率的かというときに、当時の議論としては、例えば狭い区域を所管する施設、保

健所なら保健所みたいなものを中核市は置いて、残りの部分に都道府県の保健所がある。

これはこれで何とか効率的だと。しかし、もっと狭い範囲のところで保健所を置いたら、

結局のところ、残っている部分はたくさんあってみたいなこととか、要は二重にやる範囲

がある程度指定都市みたいに非常に広かったり、大きな人口を所管するところがやるのは

いいけれども、中途半端なところがやると結局同じような区域に２つやらなければいけな

いとかそういうような議論がどうもあって、そういう意味では住民目線でもあり、行財政

改革的観点もあったような気がいたします。 

 防災の件でございますが、御指摘のように警察の事務が都道府県だと、消防とか防災は

市町村だとなっていて、我々の調べたところでは、指定都市だから、中核市だから、特例

市だからということで特別な取扱いをしていないと。例えば大きな災害が来れば、神戸市

の関係は兵庫県の災害対策本部と神戸市の災害対策本部で、それぞれ市町村と都道府県の

役割を果たすような感じになっていまして、余りそういう特例がないような感じでござい

ます。 

○碓井委員長 今、質問の２番目の防災の方は昨年の大震災で非常に国民の関心の強いと

ころでもあろうかと思います。田中委員、よろしゅうございますか。 

○田中委員 はい。ありがとうございます。 

○碓井委員長 伊藤委員、どうぞ。 
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○伊藤委員 先ほどの太田委員と林文子委員のやりとりとも関係するのですけれども、林

文子委員のお話は、横浜市を取り巻く問題の中では特に財政の問題が一番懸念されるとい

うことだと理解しました。そうしますと、その問題は、大都市制度という制度で解決すべ

き課題なのか、それとも地方税財政制度の中で解決可能な問題なのかというのがあると思

います。ただ、今日の資料でもありましたけれども、恐らく従来の制度では解決できない

ようないろいろな課題、これから少子高齢化に伴って、あるいは震災に対する危機管理等

を含めてさまざまな課題が出てくるので、今の政令指定都市制度では対応できないであろ

うと理解して、現在、この調査会で審議の対象になっているのかと考えています。 

 そうしますと、先ほど太田委員がおっしゃったように、今までの議論というのは権限を

どれだけ与えるか、どういうカテゴリーの都市をつくるかという議論に終始してきたと思

うのですけれども、今日の資料でも示されていると思うのですが、やはりそれぞれの各地

域によって置かれている状況が相当異なるということを前提としますと、それに合わせて

大都市の制度、そもそも大都市というのがどこの範囲かという議論もあるのですけれども、

大都市の制度をそれぞれの地域に合わせた形のものを想定して議論していくというふうに

この調査会で議論を進めていくのがいいのかどうか。私もまだ確たる意見、自信はないの

ですけれども、やはり今の状況を見てみますと、それぞれの地域に応じていろいろ制度を

構想していくということが考えられるのかなと思っています。 

 ですから、今までの権限をどれだけ与えてどういうカテゴリーの都市をつくかという議

論とは少し議論の様相が異なることを前提としなければいけないのかなと個人的には考え

ているところです。 

○碓井委員長 どうもありがとうございました。 

 今の御指摘の中で冒頭に税財政制度で解決すべき問題なのか、それとも大都市制度その

ものの問題なのかという大変重要な御指摘がございました。これはこれからもじっくり議

論していきたいと思いますが、大都市制度を仕組むときも税財政制度で全く解決のつかな

いようなことを仕組むとそれは成功しないということもあろうかと思いますので、この辺

も含めてどういう方向で議論していくかということで御議論いただければと思います。 

 ほかに。斎藤委員、どうぞ。 

○斎藤委員 それでは、その点に関連して今までの議論との接続も考えながら少し意見な

り質問を言わせていただきたいと思います。 

 大都市の中でも特に三大都市圏中心にこういう課題がある。超高齢化とかインフラ更新、

これは今日の資料でもよくわかりますし、林委員がおっしゃったことからも、なおかつそ

こは財源の問題もあることもよくわかりました。 

 ただ、一般的に制度改正が必要であると言われている際には、もう少し幅広に幾つかの

ことが指摘されています。例えば二重行政が問題である、あと林委員も先ほど指摘した国

際競争力の問題があると。それが本当に大都市制度を改正して対応すべき問題なのかどう

かというところを少しつめておく必要があるのではないかと考えます。 
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 まず二重行政の点です。これは先ほどの資料の 24 ページの説明のところでも出てきた

ように、分権改革の一方の流れ、それは正しい方向性だと思いますし、その中では基礎的

自治体に権限を降ろせるものは降ろしていこうとしている。これは現に昨年の第２次一括

法でかなり権限が基礎自治体に下りてきた。つまり、基礎自治体に一元的に権限は降ろす

べきだという考え方があって進んできて、もう１つ、それと並行して事務処理特例の制度

があって、これもかなり活用されている。それを基礎にして基礎自治体に権限を委譲する

ということが行われてきた。勿論、事務処理特例において、それに見合った十分な財源が

あるのかという問題は、先ほど林委員の指摘がありました。ただ、一方で、こういう方向

性がある中で二重行政の問題だ、二重行政の問題だといろいろなところで言われています

ので、それは一体何なのかというのは余りはっきりしない。 

 つまり、一元的に基礎自治体中心に権限を下ろし、なおかつ、協議によってどちらかに

配分できるものは配分すればいい。これは先ほどの説明の中でも 11 ページ、かつての審

議会の構想においてもそれは施設などはどちらかが合理的につくるように協議でいいでし

ょうということだった。都道府県と市町村で二重行政があって、それを解消するために大

都市制度を変えなければならないというのは、どの部分なのかあいまいなまま議論がされ

てきているような気がします。今日ここでの議論ではなくて。そこをもう少し資料なりが

出てくるとはっきりするのかという意見です。 

 それから、国際競争、大都市制度がこのままだと国際競争に勝てないというのは、確か

に耳触りはいいのですが、具体的には何なのかというと、例えば企業に対するいろいろな

規制が輻輳していて競争に勝てないというのだ。これは大都市制度の問題ではなくて、い

ろいろな省庁が所管している規制法の問題の面も多いと思います。それはここ 10 年ぐら

いは特区制度を活用して何とかそういう規制を突破しようという試みがあります。ですか

ら、大都市制度が国際競争力を阻害しているというのは、もう少しブレークダウンをする

と一体それは何なのか。あまり論証ができていないのではないかという意見です。 

○碓井委員長 どうもありがとうございました。どうしましょうか。別の御意見を伺うか、

あるいは斎藤委員から問題提起された二重行政なり国際競争力の確保、そういうことが一

体大都市制度改革とかそういうことだけの解決しない問題なのかという問題的なのですが、

せっかくこの問題提起ですから、皆様から御意見を伺ってもよろしいでしょうか。いかが

でしょうか。斎藤委員、後の宿題にしてよろしいですか。 

 太田委員、どうぞ。 

○太田委員 せっかくなので二重行政のところについてだけ私も少しどのレベルで考える

かという１つの質問と意見を述べておきたいと思います。 

 １つは、二重行政の話を聞いていると、都道府県と市町村、２つあるのがそもそも気に

入らぬという、要するに二層制が気に入らぬと言っているのではなかろうかという意見が

ありますね。それならば、これは大都市制度の問題ではないということになります。 

 もう１つ、よくわからないのは、要するに施設を２つつくるとかそういうものが例にと
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られるものだとすると、ちょっと考えていただきたいのは、法律によって義務づけられて

いるタイプの事務、必要的事務は日本の場合にはどちらかにやらせるという法制度をとっ

ているはずなのです。ですから、その部分について二重はないだろうということになりま

す。なぜ二重が起こるのかというと、法律に決まっていない一種の随意的事務について起

こるということになるだろうと。 

 随意的事務について、しかし、それを二重にやるのを気にするというのは、住民が自分

でやりたいと思っている自治を片方について禁止するということになってしまうので、そ

の部分をよしとするか。また逆にそれがだめだというのなら、これは大都市の問題ではな

くて都道府県の権限の問題であり、基礎自治体優先だと考えるなら、都道府県をもはや包

括的自治団体にしてしまわないというのが一番簡単な解決だろうと思うのです。 

 そういうふうに考えると、どうも私も斎藤委員がおっしゃったように、乱暴にデッサン

するだけでも、二重行政と言っていることの内実が何なのかよくわからないという気はい

たします。 

○碓井委員長 ほかにこの点について御認識なり御意見はございますか。 

 どうぞ。 

○斎藤委員 前半については太田委員の御意見がありましたので、後半の国際競争力につ

いて林委員が先ほど少しおっしゃったので、特別自治市にして大都市制度を変える方が国

際競争力が増すというところ、そこは具体的にはどういうことをお考えなのかお聞かせい

ただければと思います。 

○碓井委員長 林文子委員、お願いします。 

○林（文）委員 私が申し上げたのは、こういう財政の硬直化をしてきている我々の市の

状態、この状態でいくと本当に経済的な市の中での活性化も全然ない状態ですね。例えば

具体的に言ってしまうと港湾の問題。横浜市は港から出ている都市なのですけれども、御

承知のようにコンテナ戦略は皆様御存じだと思いますが、これは要するにアジアの例えば

釜山だとかシンガポール、中国でいえば上海、韓国だと仁川とか、そういうところが大変

大きな港を持って、コンテナ船のビジネスというのを非常にやっているのですが、これが

全く日本全国に港をつくったために、スーパー中枢港湾とかいろんな戦略をやってきまし

たけれども、極めて中途半端になって、海外に荷物、荷役を取られている状態です。 

 こういうことも結果的には、市としては全くお金をかけられない。これは国との御一緒

の戦略なのですけれども、やはり営業的なビジネスとして埠頭公社を持っている横浜市自

身がこういう財政難なだけで全然お金を使わないし、また国もお金を出さない状態という

ことです。 

 だから、そのためには、横浜市の単独の力として自分たちが自立してもっと経済活性化

をやらなければいけない。そういった財政難になるからそういうことのビジネスもどんど

ん衰退していってしまうという事実があるのです。それも１つの国際競争力で勝てません

という極めて具体的な話でございます。そういうふうに言っていただいた方がわかりやす
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いのかと思います。 

○碓井委員長 ほかに。 

 太田委員、どうぞ。 

○太田委員 林委員に確認させていただきます。 

 それは端的に言うと、横浜市が神奈川県から独立していれば得られるだろう税収が神奈

川県を介してほかへ流れていっている。そのことによって港への投資ができないので、で

きれば神奈川県から独立して、そこに上がってくる税収を港への投資に振り向けさせてほ

しい。例えばそれが一例である。ありていに言えばそういうことですね。それはそれで重

要な問題ですから、それが反倫理的だとかという必要はないと思いますが、イエス、ノー

かでできればお答えいただければと思います。 

○林（文）委員 それは太田委員、ちょっと無理です。イエス、ノーとそんな短絡的な話

ではないです。先ほどの二重行政の話なのですけれども、確かに二重行政という言葉がお

どっていて、中身を御存じない方が多いと思うのです。特に基礎自治体の行政はどういう

ことをやっているか結構わからないと思います。見えないと思います。余り新聞に出てき

ません。国の国会のありさまなどはよく皆さんテレビでごらんになるけれども、それでは、

例えば横浜市の市会の状態をごらんになるということは、勿論、我々はホームページとか

で公開していますけれども、ごらんになることはないからよくわからないと思うのですが、

物すごい細かい、人が生まれてから亡くなるまでの一生の生活をお支えするような細かい

すごい政策を毎日毎日怠りなくやらなければいけないということでございます。 

 ですから、数え上げるといろいろあるのですが、二重行政の中にいろんなものが包含さ

れてしまっていて、例えば幼稚園というのは、県なのです。県が認可してやっている。保

育園は横浜市です。今、国は幼保一元化ということで、一気通貫でやった方がいろいろな

合理性があるのです。例えば待機児童解消でも、今、お願いしているのは保育園ではとて

も収容しきれないから幼稚園の方に一時預かり。幼稚園というのは大体午後ぐらいで終わ

ってしまうのですけれども、６時半ぐらいまでやっていただいて、幼児を預かってもらう、

赤ちゃんを預かってもらうということをやっている。しかし、幼稚園は県なのです。保育

園は市。こういうことが全部幼稚園の認可から何からやらせていただいたら、非常に合理

的になるでしょう。 

 学校なのですけれども、これも教員の報酬は県がやります。しかし、任命していろんな

ことを実際に先生方に学校で仕事をしていただく、そういうことは全部市がやっていると

いうことで、こういうのを二重行政の中に入って語られてしまっていると思うのですけれ

ども、そういうすみ分けをしたいと思います。 

 あと、例えば御意見の中で、そういうことを言ってないで県と市が話し合って仕事をち

ゃんとすみ分けすれば、そこまで大都市制度云々と言わなくてもできるのではないですか

というお話は随分いただいております。だから、私もまずできるところからやっていきた

いという気持ちはございます。ただ、この話をしていくときには必ずでは制度をどうする
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のだ、最終的にはあなた方が独立したら県はどうなって道州制にいくのですかという話に

行ってしまいますので、そこは私自身も悩ましいところなのです。ただ、今はもう時間が

ないという気持ちなのです。今のこの状況の中でいつまでもこういうことをしていると、

もう本当に疲弊してきてしまうという危機感がいっぱいで、この話は特別自治構想という

のは政令都市の中ではずっと言われてきているのですけれども、地方と国の協議の場に政

令都市の代表というのは着けなかったのです。だから、全然その話が進まない。大阪都構

想の話が出たとたんに、一気にこれがテーブルに着いていただくような空気になってまい

りましたので、この話になっているという。 

○碓井委員長 どうもありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

 今の林文子委員の話を伺っていて、太田委員の先ほどの問題指摘との関係で言えば、権

限が細分化されて、むしろきちんと分けられている。ある問題を解決しようとすると、両

者が権限をその問題について行使しなければならないという、それを二重と呼ぶかどうか

は別問題で、そういう問題が今提起されていたのだろうという気が直感的にいたしました。

ほかにいかがでしょう。 

 大山委員、お願いします。 

○大山委員 私も今回の大都市問題をやるということで、一体議論をどこまで広げるのか

というのはよくわからなくてどこから手を付けたらいいか余りにも大きな問題だと思って

おりました。 

 今、横浜市長のお立場の実情を伺って、伺う前からいろいろ問題があることはある程度

承知していたわけですけれども、それを何とかするという話であれば、協議だけではなか

なかうまくいかないとおっしゃいましたけれども、例えば市町村に物すごく権限移譲を進

めていって、それに財源も付く形で進めていくというのがあって、私がある程度知ってい

るのはフランスの例ですけれども、そうしておいた上で、小さな市町村でそれはできない

というところがあれば改めて都道府県に委託する契約をしていく、別に処理していくとい

うことも考えられるので、そういうことでいいのか、それとももうちょっと抜本的な改革

まで視野に入れてここで議論するのかというのはよくわからなくて、例えば抜本的な改革

ということになりますと、以前の議論でも出ていることですけれども、府県制度をどうす

るか、都道府県制度をどうするかというところの議論がないと動きにくいので、そこまで

やるのですかというのが率直な質問でございます。 

○碓井委員長 これはだれに対する質問か困りましたね。私たち全体で考えていかなけれ

ばならないのかもしれませんが、これは山﨑課長、何かコメントはありますか。 

○山﨑行政課長 ございません。ただ、大都市制度を議論するときには都道府県も基礎自

治体もいろんな議論の必要があるだろうということは認識しております。 

○碓井委員長 ほかにいかがでございましょうか。 

 林文子委員、どうぞ。 

○林（文）委員 今の大山委員のお話なのですが、私どもが考えているのは、まさにフラ
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ンスの形ということです。ですから、例えば神奈川県下で県は 900 万人の人口なのですが、

600 万人が政令都市で占めています。３つございますからね。そうすると、例えば政令都

市の中でも 70 万人のところと、私どもみたいなところがございまして、完全に手を挙げ

て全く県から独立してもやっていけますよというところだけではないわけです。やはり県

と御一緒にやっていきたいという方たちもいるし、県下の市でもそういうふうに県とやっ

ていきたいという方もいらっしゃいます。だから、そこを多様に選べるという形にしてい

ただきたいです。 

 そういう意味の地方自治法。例えば今、そこを何とか大阪都構想ができるようにしてく

れと言っているわけですから、我々政令都市も特別自治市を選択してやれるようにやって

いただけないかというお願いをしているわけです。その方が今日本のこういう非常に厳し

い状態の中で、基礎自治体で力がある、経済的にもっともっと伸ばすことができるという

芽を摘まないで立ち上がらせていただきたいというお願いです。 

 あとほかのところにどうなのだと、それでは、あなた方が抜けてしまったときに、残り

の周辺の自治体との関係性はどうなのですかということについては、例えば独立したから

税収を全部自分たちで独り占めするという考えは全くないのです。むしろ経済活性化して、

その分、雇用も確保されれば近隣の方も当然働きに横浜市もいらっしゃる。具体的な話で

すよ。だから、周りも潤うだろうという考え方をしております。 

○碓井委員長 ほかにいかがでしょうか。 

 辻委員、お願いいたします。 

○辻委員 今まで御意見をお伺いしまして、大きく３点、指摘したいのですが、今回の資

料の説明ですと前半部分に過去の歴史がありまして、かなり長い歴史にわたって議論が行

われているのですが、特に大都市に関して言うと、一度改革が行われるとなかなか続けて

改革が行われなくて、都区制度について言うと 1947 年くらいの改革が非常に大きくて、

政令指定都市も 1956 年ということで、一度改革をすると、いいか悪いかは別にして、長

い間その制度が固定するということだと思うのです。このことからしますと、今回の大都

市制度関係の改革というのは、いいか悪いかわからないですけれども、向こう 50 年間ぐ

らい耐えられるような制度をどうやってつくっていくかというのが多分１つ大きな課題で、

向こう 50 年間というのは、ちょうどこれから日本が超高齢化の中で、総人口は減少する

けれども、高齢者の絶対数が増加していくという時代だと思うのです。 

 これを前提にしますと、１つ今回出された指標は、平成 47 年まで引っ張っているもの

もありますが、しかし、数字の関係で割と早めの向こう 20 年ぐらいの数字で終わってい

るのも結構ありまして、恐らく人口動態ベースで言いますと 2050 年ですとかそのぐらい

に一番高齢者の絶対数がピークになると言われていますので、その時代までどういう状況

に社会動態なり自然動態になっているのかということを展望しながらこの大都市の在り方

を考えるということが重要ではないかというのが１点です。 

 併せて、せこい言い方かもしれませんが、56 ページ以下を見ますと三大都市圏の人口シ
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ェアと書いているのですけれども、厳密には三大都市の人口の割合になっているのです。

これは都市圏で見るのと、都市だけで見るので結構シェアの推移が違うのか違わないのか

検証する必要があると思います。特に相対的に大都市圏に人口が集まるというのは多分そ

うなのですが、問題は、大都市圏の大都市部も基本的には人口減少を迎える。その人口減

少が大体どのぐらいの程度なのかということを見ていかないといけないので、この辺、三

大都市なのか、都市圏なのか、どの程度の人口減少を大都市部が経験するのかということ

について、今一度資料があったら是非出していただきたいというのが１点です。 

 ２点目は、ずっと議論がありましたが、勿論、大都市の制度を改革するときに、それが

税財政にどういう影響を与えるかというのはすべての問題ではありませんが、しかし、大

きい懸念その他でやはり大都市制度改革をした場合に、それがいわゆる税財政状況にどう

いう影響を与えるのかというのは非常に大きな関心点になっていると思います。これが客

観的にどこまで言えるのかということに関しては、可能な範囲で是非事務局でもこの委員

会でも努力をして、その客観的な姿を表してほしいなと思います。 

 ３番目は、これ付随して、これが短期で行財政にどういう影響を与えるかということよ

りも、やはり住民の方々、国民の方の多くの関心は、長い目でどういう経済効果があるな

り、長い目でどういうような行政改革効果があるのかという点だと思うのです。要するに、

特に長い意味での経済効果の算定のようなものは非常に裁量的な要素も含まれてきますの

で客観的に明らかにするのは難しくなりますし、長期で見た場合にこういう改革をするこ

とによってどれだけ行政改革効果が出てくるかということに関しても、どれだけ客観的に

表せるかわかりませんが、そのことについても可能な限り検討して、なるべく客観的な指

標を整えて議論していくことが重要なのかなと思いました。 

 以上です。 

○碓井委員長 大変重要な御指摘、ありがとうございました。 

 社会保障と税の一体改革と同じ、あるいはそれ以上に厳しい課題を突き付けられている

ように感じますが、この小委員会でもできる限りの力を尽くしていきたいと思います。 

 ほかにありますか。 

 では、林知更委員、どうぞ。 

○林（知）委員 私、この問題はそんなに詳しくない者なのですが、感想を１点申し上げ

たいと思います。 

 大都市制度の歴史的な経緯を整理してくださった中で、２つの制度の類型が出てきてい

ると思いまして、１つは特別市制度、大都市を都道府県の圏域から外してしまうと。もう

１つは、都道府県の中に残しながら、できる権限を基礎的地方公共団体に移譲していくと

いうことで、これまで指定都市、中核市、特例市という類型が出てきたということで、こ

こに大きな対立軸が１つあるということだと理解しました。 

 これを団体自治のみではなくて、住民自治という観点から見ると、後者の現在取られて

いる仕組みというのは、割と不思議な仕組みになっているという印象を個人的には受けて
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おります。つまり、二層制の下で、基礎的地方公共団体に移譲できる権限は移譲していく

と、譲れる権限は何なのかと譲っていった結果として、道府県が持っている権限というも

のが大都市に対する権限とそれ以外の道府県の区域の中での権限というものが食い違って

いる、でこぼこになってしまっているということです。 

 そうしますと、この道府県のレベルでの住民自治というものを考えた場合に、道府県の

レベルで民主主義をいかに機能させるかといった場合に、道府県の有権者というか、民主

主義の担い手である住民と道府県が持っている住民に対する権限というものの間にある種

のずれが生じる仕組みになっているのだろうと。 

 言い換えますと、現在の仕組みというものは住民自治を考える場合にも基礎的地方公共

団体の側に恐らく力点を置いて考えていて、道府県における住民自治というものが多少よ

くわからない部分が出てきているのかなというのがお話を伺っていた中での私の理解とい

うことになります。 

 今後、大都市制度をどうするかというお話なのですが、今までの延長線上に基礎的地方

公共団体への権限移譲という枠組みで考える場合に出てくるのは、道府県というものがも

しそれでも特別市のような制度を取らないのであれば、そこで道府県が持たなければいけ

ない固有の役割なり固有の権限というのは果たしてあるのだろうか。そこに今までのやり

方を取る積極的な意味というのはどこにあるのだろうかという問題が出てくるのでしょう

し、積極的な意味がもしないのであれば、実際上の利害、特質は別として、理論的には特

別市制度の方が優れていると考えることができるのかなという直感的な印象を受けており

ます。 

 したがって、大都市制度の問題というのは、お話を伺っていると、裏側から見れば要す

るに広域地方公共団体の役割をどう考えるかという問題と表裏一体なのかなと感想を抱き

ましたので、そこら辺の話を今後また考えていければと思っております。 

 以上です。 

○碓井委員長 どうもありがとうございました。ただいまの御議論は今までにも既に出て

きたかと思いますが、例えば大都市選出の議員が道府県の議員の大多数を占めてしまう。

しかし、その区域で道府県でやる仕事は少ないというような問題が既に指摘されていると

ころでもあるかと思います。 

 石井委員、お願いしましょうか。 

○石井委員（知事会） ほかの会議とぶつかりまして、遅れて参りました。お許しをいた

だきたいと思います。 

 今日は地方六団体側からの委員ということでは私１人になっているようでございますの

で、私、全国知事会としての立場で申し上げますと、今、知事会の方でもこの検討組織を

設置いたしまして、大都市制度につきまして議論してとりまとめを行うことといたしてお

ります。 

 そして、その上で改めて、私ども知事会としての意見をまとめてお話をさせていただき
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たいとは思っておりますけれども、その際、既に碓井委員長からはお話があったと報告を

受けましたけれども、私ども知事会の方では、大規模な都市を含む都道府県の意見を適切

に反映していただきたいという思いを持っておりまして、当該都道府県知事を臨時委員に

任命するようにお願いしているところでございます。これは総務省の方にお願いしている

ところでありまして、その旨を改めて私も知事会の会長から是非表明するようにというこ

とを申し付かってまいりましたので、この場でお話を改めてさせていただきたいと思いま

す。 

 したがって、本日は、現時点における私個人の問題意識を何点か申し上げさせていただ

きたいと思います。大都市問題、この大都市制度につきましては、地方側の方から新たな

提案がなされているということも踏まえますと、大いにこれは議論をしていただきたいと

存じます。 

 一方、これまで地制調等におきましても幅広い検討がなされてきておりますので、その

成果にも留意をしていただきたい。そこで、検討の射程というものを明確にして順序立て

て議論を進めるべきではないかという観点から意見を申し上げさせていただきたいと思い

ます。 

 今、議論されております大阪都構想あるいは特別自治市の構想についての目的、第１の

目的は、大都市圏が担っております我が国の成長エンジンという経済的機能を発揮できる

行政システムの構築ということにあって、その中で住民自治といかに折り合っていくかと

いうことも大きな課題になっているかと思っておりますが、国際競争力の低下といった現

在の我が国の状況、現状を見ますと、こういった視点というものは十分理解をできるとこ

ろではありますが、ただ、政令指定都市を見ておりましても、御承知のとおり、横浜市さ

んあるいは大阪市さんのように人口とか都市機能が集中、集積をしておって、市域全体が

都市化しているというところもありますれば、一方、我が岡山県の岡山市のように中心市

街地を一歩出ますと田園風景が広がっている、また地域には過疎地域も含んでいるところ

もあります。と申しますのも、人口 70 万という政令指定都市要件もございまして、合併

をしてまいりまして要件に合致したということで政令市に移行しましたが、こういったよ

うなことも踏まえますと、古くからの大都市と合併により成立をした政令指定都市では、

都市圏としての成熟度に大きな違いがあるのではないかと思います。まずはこういった都

市の多様性というものを踏まえられました上で、今回議論する大都市制度の性格、今回議

論していく目的というものを整理して、検討の対象となる都市あるいは都市圏の要件等を

明確にする必要があろうかと思います。 

 その際には、現在の人口規模に応じました、いわゆる大都市特例といったことで制度が

構築されておりますけれども、こういったものではなく、検討の射程を本格的な大都市制

度に拡大していくということを認識しておくべきではないかと思います。 

 そこで具体的に申しますと、大阪都とか特別自治市を創設するということで、なぜ大都

市の経済的機能が発揮できて、そして経済の再生・発展につながっていくのかという問題
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意識。自治体間のいわゆる二重行政の解消が大きな課題となっていると言われております

けれども、この問題は現在の行政間の調整ということで解決できないのかといったような

ことからして、疑問なしとはしないものでございます。 

 具体的に我が岡山県の例で申し上げれば、二重行政について本県と岡山市との間におい

て大きな問題があると、こういったような実感は特にないところでありまして、県民、市

民からもそういった声は特に聞かれないところでございます。したがって、これは制度論

というよりも、それぞれの都市行政における個別の問題であって、行政間の緊密な連携に

よってこの問題は解決できるものと考えております。 

 現行の大都市制度のどこに本質的な問題があって、それを解決するには何が必要なのか

といったことを整理されまして、新たに提起されております大都市制度それぞれのメリッ

トとか課題というものを客観的な立場から明らかにしていくということが必要ではないか

という基本的なスタンスを申し上げさせていただきました。 

 もう１つ、基本的なスタンスとして申し上げたいのは、先ほどお話がございましたこと

と同じ見解になりますけれども、いわゆる現在の都道府県制の見直しの議論というものが

大都市制度を議論する場合には避けて通れないのではないかと考えております。 

 具体的に申し上げれば、都道府県に同じ権限を持つ特別自治市が１つとか、あるいはま

して複数存在するということを想定した場合、その他の区域を所管する都道府県が果たす

役割というものは大幅に縮小して、存在意義そのものが失われるのではないかという懸念

も持つわけでございますし、また、大阪都構想のように、広域自治体が成長戦略とか広域

防災、広域的な都市計画、こういった役割に特化するという場合には、その機能を十分に

発揮するためには、現在の都道府県の区域ということでは狭すぎるのではないかといった

問題意識を持っております。 

 また、現在、御案内のとおり、国の出先機関の原則廃止という議論が進んでいるところ

でありまして、広域連合といったようなことでこの受け皿づくり、議論が進んでおります

けれども、これだけでは広域的な行政課題に十分対応できるのかという課題がどうしても

残るわけでございます。 

 したがいまして、私は新たな大都市制度というものを前提としなくても、市町村合併の

進展等を踏まえますと、国と地方、広域自治体と基礎自治体、この役割分担を大胆に見直

ししながら、現在の都道府県制というものを廃止をして、道州制に移行すべきものと従前

より主張させていただいているところでございますが、少なくとも大都市制度の検討に際

しましては、都道府県制の見直しの議論とセットでないと新たな行政システムの全体像を

提起することは難しいのではないかと考えておりまして、私の意見表明とさせていただき

たいと思います。 

 ありがとうございました。 

○碓井委員長 どうもありがとうございました。 

 今、石井委員が冒頭に都道府県の代表を臨時委員にということでしょうか、この点は私
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は何も申し上げておりません。久元行政局長、何か。 

○久元自治行政局長 今日の会議の冒頭、碓井小委員長から、「今後の審議に当たっては地

方六団体の皆様にも御出席の意向を確認して、希望があれば御出席いただくこととしたい

と考えております」というような御発言がございました。 

 第２９次以前の地方制度調査会の小委員会運営の慣例では、小委員会は有識者の先生方

だけで議論をいただいて、その結果を総会に報告して、そこに地方六団体の代表の委員の

方が出席されていろいろと議論をしていただくということであったわけです。 

 今回はこちらがお願いしております諮問の内容ということもお考えいただいて、そのよ

うな小委員会の運び方をされるという御発言だと理解しております。私どもは、今後、知

事会からもこの小委員会に御出席いただいて、指定都市を含む道府県側のお考えをこの場

で御開陳いただくということで、臨時委員としての任命ということの目的は達せられるの

ではないかと考えているところでございます。 

○碓井委員長 よろしゅうございますか。 

○石井委員（知事会） 知事会の会長に今の見解は伝えておきますが、特に大都市を含む

都道府県の知事の見解を是非一度聞いていただきますように強くお願いいたします。 

○碓井委員長 今回の大都市制度の在り方というのは、冒頭に申しましたように基礎的地

方公共団体との関係も当然意識しておりますし、道府県制度との関係もありますので、必

要に応じて随時都道府県の皆様の御意見も徴したいと思っております。 

 その後、御意見ございましたが、そのとき、大都市制度のどこに一体問題があるのか。

これは実は石井委員がお見えになられる前にある程度出ていた問題ではあるのですが、何

か石井委員の御発言を踏まえて、いやいやそれはおかしいとか、何か御発言がありました

らどうぞ。大体、石井委員の問題提起はほかの委員からも前にもそれなりにあったわけで

すが、何かありますでしょうか。 

 石井委員のそれにこだわらずに、皆様からほかにも御質問や御意見等ありましたら、お

願いします。もう１つは道州制の提案が石井委員からありました。今日は明確な道州制の

提案は初めてということになります。これらについてもほかの委員の皆様からも御発言が

ありましたらお願いします。よろしゅうございますか。 

 それでは、いろいろ大変活発な御意見をいただきまして、今日は膨大な資料を目にしま

して、どこからどう切り込んでいいのか、進行役の私としても心配したところでございま

すが、お陰様で大変有益な議論を展開することができたと思います。 

 先ほど来、特に辻委員からは難題とも思える資料の提出の要請などもございましたが、

例えば私からもお願いしたいのは、そういう地方公共団体の任意性という観点からいきま

すと、条例による事務処理の特例といったようなもの、どれだけ進行しているのかとか、

今日の議論を更に深めていくための資料というものも考えていきたいと思っております。 

 特段の御発言がないようですので、本日はここまでとさせていただきたいと存じます。

次回以降は、地域から具体的な提案が出されていることから、数回にわたり、関係者から
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ヒアリングをしたいと考えております。 

 そこで、次回につきましては、今月 16 日にまず指定都市市長会の特別自治市の内容、

今日、林文子委員からも一端は披瀝されておられましたけれども、特別自治市の内容及び

大阪において提案されている、いわゆる大阪都構想の内容につきまして、それぞれ聴取す

ることとしたいと存じます。 

 開催に際しましては、改めて事務局より御連絡させていただきますので、どうかよろし

くお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして、本日の専門小委員会を閉会いたします。長時間ありがと

うございました。 

 


